
































































































































































































































































































































































































































































2000年 2005年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年
1人当たりＧＤＰ
(全国） 4０２ ７００ 1１５４ 1．１８１ 1，２９７ 1，５３２ 1，７５３ 1，９０２ 2053 2088
伸び率(％） １７４１３ 1６４８６ 1０２３４ 1０９８２ １１８１２ 1１４４３ 1０８５０ 1０７９４ 1０１７０
I人当たりＧＤＰ
(ホーチミン） 1０１５ 1６５７ 2,519 ２７４２ ３０６７ 3．３２４ 3６６６ 4，５４９ ４，９８６ ５３１８
伸び率(％） 1６３２５ 1５２０２ 1０８８５ 1１１８５ 1０８３８ 1１０２９ 1２４０９ 1０９６１ 1０６６６
経済成長率
(全国)(％） 6８０ ７５０ 5７０ ５４０ 6.40 6２０ ５２０ ５４０ ６．００ ６７４
伸び率(％） 1１０２９ 7６００ 9４７４ 1１８５２ 9６８８ ８３８７ 1０３８５ 1１１１１ 1１２３３
経済成長率
(ホーチミン)（％） 9００ 1２２０ 1０９０ 9３０ 1２００ 1０３０ ９２０ 9３０ ９６０ ９９０





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































爵 '１傍鱸＄ く識！｛ i璽馨１
ｓトー 認
6５
[論文］ベトナムにおける産業クラスター戦略に関する一考察（税所）
注記
スマート分野（SmartField）には，一般的にスマートホーム，スマートシテイ，
スマートファクトリー，スマートカーの４つのスマート領域があり，いずれも
エネルギーが重要な役割を果たしている。
本稿は，筆者の「アジア経営学会第２２回全国大会」での学会発表予稿論文を基
にして，大幅に加筆・修正したものである（税所，2015)。
筆者は，2007年llH11日（日）～l6L1（金）のJETRO「ベトナム投資・ビジネ
スミッション｣，2008年12月３日（水）～６日（士）のPASONATEC「ホーチミ
ン人材視察会｣，2009年３月１日（日）～６日（金）のJETRO・IBPＣ大阪ネッ
トワークセンター「ベトナム投資・ビジネスミッション｣，2009年８月30日（日）
～９月５日（士）の関東学院大学「ＩＴ産業クラスター調査」2010年８月22日（日）
～281E１（士）の日本アセアンセンター「ベトナム投資環境視察ミッション｣，２０１５
年10月14日（水）～17日（士）のVietnamlnfOrmationTechnologyOutsourcing
Conference2015（VNITO2015）「QTSC視察ツアー｣,10月19日（木）～21日（士）
のVietnamInfOrmationTechnologyOutsourcingConference2017（VNITO
2017）「QTSC視察ツアー」に参加して，ベトナムにおけるＩＴ・サービス関連分
野における産業クラスターの現地調査を継続的に行っている。VNITO2015,２０１７
を運営するVNITOAllianceとは，ホーチミンコンピューター協会（ＨＣＡ）と
ＱＴＳＣが中心となり，2016年３月に設立されたベトナム国内のソフトウェア開発
企業約１００社による組織体である。ベトナム最大のＩＴ企業であるFPTSoftware
や米国のMicrosoft，CISＣＯ等のグローバルIＴ企業も会員となっている。
ベンチャーキャピタル（ＶＣ：VentureCapitaDとは，ベンチャービジネス（研
究開発型と隙間産業型の新規企業）に投資・融資を行い，その創業と成長を促
進する専門投資会社のことである。
技術移転機関（ＴＬＯ：TechnologyLicensmgOrganization）とは，大学の研究
者の研究成果を特許化し，それを民間企業等へ技術移転（Technology
Licensing）する法人のことである。ＴＬＯは，産と学の仲介役の役割を果たす
組織で技術移転により新規事業を創出しそれにより得られた収益の一部を新
たな研究資金として大学に還元することで，大学の研究の更なる活性化をもた
らす知的創造サイクルとして産学連携をなす組織である。
2006年12月19日，南部空港局とドンナイ省人民委員会はロンタイン新国際空港
(LongThanhlnternationalAirport）の計画を発表した。2015年６月25日，ベ
トナム国会は建設を承認し，2025年の開港を目指している。ロンタイン国際空
港は，新空港としてホーチミン市中心部から40kｍ離れたドンナイ省ロンタイ
ン郡の面積5,000ｈａの用地に建設される。この空港の開港後は，現在のタンソン
ニャット国際空港は国内線専用となる予定である。また，ロンタイン国際空港
１
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'よ４本の滑走路，４つのターミナルで年間乗降客7,000万人を予定している。
JICAのマスタープランでは，第１期：2020年までに完成（2030年に見込まれ
る旅客・貨物数に対応した設備の整備)，第２期：2030～2040年の需要に対応す
る施設の拡張・整備，最終期：2050年以降に完成（2050年の需要見込み（年間
旅客１億人，年間貨物500万トン）に対応する設備の整備）となっている。
官民パートナーシップ（PPP：Public-PrivatePartnership）方式とは，政府と
１社，または複数の民間企業が連携して資金を拠出し，運営する政府サービス，
または民間事業を指し，PPP･Ｐ３，Ｐ３，ＰＩＦとも呼ばれる。
サイゴン通信株式会社（SaigonTel）は，2002年５月１４日設立，ベトナムの大手
民間企業の一つであるサイゴン投資グループ（SGI）のメンバーである。
SaigonTelは，2007年５月，ＱTSCにサイゴンICTタワー（ビル）をオープン
している．このビルは９階建て，総床面積は8,000k㎡，投資額は900億ＶＮＤで
ある。このビルでは，ソフトウェアの専門家を養成する場として，将来的には
国内ソフトウェア各社や日本，台湾のパートナー各社に約2,000人のソフトウェ
ア技術者を供給する予定である。
2005年８月，クアンチュン・ソフトウェアシティ（ＱTSC）と米国際開発局の
ViemamCompetitivenessInitiatve（ＶNCI）は，ＱTSCにおける支援協力文書
に調印している。ＶNCIでは，ＱTSCの競争力を高めるため，海外企業の誘致
強化で協力している（VERAC2005)。
インキュベーション施設（IncubationOffice）とは，起業や創業をするために
活動する入居者を支援する施設で，インキュベーター（Incubator）ともいう。
スタートアップ企業（Start-UpEnterprises）は，新しいビジネスモデルで急成
長を目指す市場開拓フェーズにあるベンチャー企業のことである。一般的に，
創業から２～３年程度の起業を指している。
QTSCIncubatorのＷｅｂサイトは，〈https://wwwfacebookcom/quangtrungincubator/〉
である。
SNS(SocialNetworkingService）とは，個人間のコミュニケーションを促進し，
社会的なネットワークの構築を支援する．インターネットを利用したサービス
のことである。ＳＮＳでは．趣味や職業，居住地域等を同じくする個人同士のコ
ミュニティを容易に構築できる場を提供している。
広域デジタル伝送方式（WideAreaDigitalTransmissionMethod）は，
B-ISDN等の広帯域サービスを提供するネットワークのことである。一般的に，
ＡＴＭ交換システムを用いて，ネットワークの基幹回線を構築したものを指し
ている。
ネアツクルン橋（通称つばき橋：スピエン・ツバサ）は，2015年４月６日に開
通したカンボジアのカンダル州とプレイベン州の州境のメコン河に架けられた
道路橋である。つばき橋の主橋梁は640ｍ，橋長2.215ｍ取り付け道路を合わせ
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た全長は5,400ｍに及ぶ。架橋地点は，カンボジア国道１号線のメコン河渡河地
点で，アジアハイウェイ（AH-1）の一部として，ホーチミン～プノンペン～バ
ンコクを結ぶ国際幹線道路の指定を受けており，ＡＳＥＡＮ諸国の物流網である
南部経済回廊の一部である。
カンボジア南東部のスヴァイリエン州には，南部経済回廊（国道１号線）沿い
に経済特別区（SEＺ：SpecialEconomicZone）が設立されている。ベトナム
国境に近く，物流iiii・隣国拠点との協働する場合に優位である。特に，ベトナ
ムのホーチミンに関連企業が多いため，南部経済lnl廊を使えば．生地や副資材
の調達も容易で，より安価に製品を生産することが可能である。
カンボジアのバベット（スワイリエン州）は，プノンペン東部，シェムリアッ
プ南東部にある平坦な街で，ベトナムとの国境を有する。バベットの目立った
観光地は少なく，州人口の多くは農業に従事している。
納税義務者は．企業法，投資法，金融機関法，保険業法，証券法，商法及びそ
の他のベトナム国内法により設立された内国法人と，ベトナム国内に`恒久的施
設（ＰＥ：PermanentEstablishment）を有し，外国法に基づいて設立された外
国法人とに大きく分けられる。ベトナムの国内法令におけるＰＥには，一般的
に，支店，事業所，工場，作業場，輸送手段及び代理店が含まれる。ベトナム
にＰＥを設立する外国企業は，ＰＥに帰属する所得がベトナム法人所得税の対象
となる。法人税の標準税率は2016年ｌＨ１Ｒより20％，それ以前は22％である。
ベトナムでは，原則暦年が課税年度となるが，管轄当局から事前の承認を得て
各四半期末，すなわち３月末，６月末または９月末へ決算期を変更することも
可能である。
Multi-ProtocolLabelSwitching（MPLS）とは，フレームやパケットの前方に
ラベルと呼ばれる識別子を付加して転送を行うことにより，通信の高速化や機
能の付加を図る技術である。当初，ルーターによるパケット転送処理の高速化
を実現する技術として登場したが，ルーターのハードウェア化に伴い高速化の
利点は薄れ，変わって様々な機能の実現手段として注目されている。
プロトコル（Protocol）とは，複数の者が対象となる事項を確実に実行するた
めの手順等について定めたものである。またコンピュータ同士が通信をする
際の手順や規約等の約束事のことである。
ISP（InternetServiceProvider）とは，インターネット接続の電気通信役務を
提供する組織のことである。プロバイダやISP等と略して呼ばれることが多い。
日本では，「ISP＝電気通信事業者であり｣，インターネット接続事業者と訳され
ることがある。
データセンター（ＤａｔａCenter）とは。各種のコンピュータ（メインフレームや
ミニコンピュータ，サーバ等）やデータ通信等の装置を設置・運用することに
特化した施設の総称である。またデータセンターの中でも，特にインターネツ
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ト用のサーバや通信設備・IＰ（InternetProtocol）電話等の設置に特化したも
のはインターネットデータセンター（ＩＤＣ:InternetDataCenter）と呼ばれる。
ISO27001とは，情報資産に関するセキュリティを管理するための仕組みである。
ISO27001では,IＳＭＳ(InformationSecurityManagementSystem）活動として，
情報資産やリスクの洗い出し対策の検討実施，効果の確認，見直しのPDCＡ
サイクルを繰り返し行うことで，より高度なセキュリティシステムを構築する
一連の作業を実施する。
ストレージ（Storage）とは，データを保管するシステムや装置のことである。
一般的に，ＨＤＤ（HardDiskDrive)，磁気テープ，光ディスク（ＣＤ/ＭＯ／
ＤＶＤＬＳＳＤ（SolidStateDrive）を指している。
ＵＰＳ（UuninterruptiblePowerSupply）は無停電電源装置，あるいは無停電電
源システムとも言い停電や瞬時電圧低下によって電源が突然断たれた際，コ
ンピュータ等の機器や工場の設備に電力を供給し続けるための予備電源装置で
ある。
可用`性（Availability）とは，システムが継続して稼働できる能力のことである。
許可された利用者が必要な時に情報資産にアクセスできることであり，回線の
二重化やバックアップシステム等が可用性を高めるための対策となる。
ベトナムにけるスマートコミュニティの推進については，拙稿のダナン市の事
例，ビンズン省の事例で詳細な考察を行っている（税所，2017a）（税所，
2017b)。
クラウドコンピューティング（CloudComputing）とは，インターネット上の
サーバ等を利用して作業を行うサービス形態のひとつで．ネットワーク等を雲
(クラウド）を用いて表現することが多いことから用いられてきた表現である。
コンピュータネットワークをベースとしたコンピュータ資源の利用形態である。
IaaS（InfrastructureasaService）とは，業務用コンピューターシステムの構
築に必要なハードウェア等の基盤（インフラストラクチャー）一式が利用でき
る環境をインターネット経由で提供するサービスのことである。クラウドコン
ピューティングのひとつの実現形態である。
ゲートウェイ（Gateway）とは，情報ネットワークや情報システムにおいて異
なった規格（プロトコル）を持ったデータの相互通信を可能にする仕組み，ま
たは機器のことである。ゲートウェイでは，異なった規格を持つデータの相互
通信を可能にする変換機能を持っている。
ホステイングサービス（HostingService）は，データセンターが設置したイン
ターネットサーバのデータスペースを顧客（組織や個人）に提供し，運用，管
理を代行するサービスのことである。このサービスは，データセンターがサー
バ毎に顧客へ提供する「レンタルサーバーサービス」と，顧客が用意したサー
バをデータセンターが管理，運営する「コロケーションサービス（ハウジング
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サービス)」の２つに分かれる。
バナー（Banner）は，Ｗｅｂページ上で，他のＷｅｂサイトを紹介する役割をも
つ画像（アイコンの一種）のことである。バナー広告は，ポップ広告分野で，
紙やプラスチックで長方形や半円形に作った旗状の広告物である。インター
ネットのホームページに表示される帯状の広告である。クリックすると広告主
のホームページヘつながる。
ワンストップサービス（OneStopService）とは，関連するすべての必要な作
業・手続・申請等を，一度の手続で，あるいは１カ所の申請で完了できるよう
になっているサービスである。代表的な例としては，複数の支払い請求を一括
処理するサービスや，１つの店舗で必要な物がすべて買える販売店等がある。
特に様々な行政サービスを１カ所で一度に受けられる「ワンストップ行政サー
ビス」のことをさす場合が多い。
液晶ディスプレイ（LiquidCrystalDisplay）・液晶モニタ（LiquidCrystal
Monitor）とは，コンピュータの操作i、面を映し出す画面表示装置（ディスプ
レイ装置）の－種で．物質の特殊な状態の一つである液晶（LiquidCrystal）の
‘性質を利用して光を制御し，像を映し出すものである。
ヒューレット・パッカード（ＨＰ：Hewlett-Packard）は，2011年３月１６日２
年の準備期間を経て，ホーチミン１２区のＱＴＳＣ内にソフトウェア研究開発セン
ターをオープンしている。
FPTUniversity（FPT大学）は，ＦＰＴコーポレーションによって，2007年１
月に設立されたベトナムの私立大学である。ＦＰＴは，ベトナム最大IＴ企業で，
国際認証（ＳＥＩＣＭＭ/CＭＭＩレベル５，ＩＳＯ９００１：2000等）を取得しているソ
フトウェア企業グループである。ＦＰＴ大学は，ベトナム最初の企業が設立した
大学で，BachelorofSoftwareEngineeringとＢａchelorofBusiness
Administrationの２つの学部があり，日本語とＩＴに注力している。現在，ハ
ノイ（ホアラック・ハイテクパーク)，ダナン（FPTシティ），ホーチミンの３
カ所にキャンパスがあり，学生数は約6,000人である。
HoaSenUniversity（ホアセン大学）は，ベトナムで設立された最初の私立大
学の一つである。その前身は，1991年８月12日，ホーチミン市人民委員会委員
長（市長）が決定したDecision257／QD-UBの下で設立された外国語と情報技
術学校である。この学校は，フランスのロータス協会の支援を受けている。
1994年１０月１１日に官民半分出資の私立学校，2005年にホアセン大学に昇格し，
FacultyofSciencesandTechnology，FacultyofEconomicsandCommerce，
FacultyofLanguagesandCulturalStudies，FacultyofPolytechnicsの４つの
学部がある。
SaigonTech（サイゴンテック）は，2001年にサイゴン・カレッジ（Saigon
College）として設立，2004年にサイゴン・テクノロジー・カレッジへ改称，
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2007年にサイゴン・プロフェッショナル・カレッジヘ昇格している。この学校
は，2003年，米国ヒューストン・コミュニティカレッジシステム（HCCHouston
CommunityCollege）との間でパートナーシップ契約を締結，情報技術分野で
の準学士（ＡＡＳ：AssociateofAppliedScience）プログラムを提供している。
SaigonTechは，ＨＣＣの最初の海外キャンパスであり，SaigonTechのコースを
地域認定のＨＣＣとして，2005年に南部大学学校協会大学委員会（SACSCOC）
の認可を受けている。
SoongsilUniversity（崇実大学校）は，1905年に設置されたソウル特別市銅雀
区に本部を置く大韓民国の私立大学である。この大学校は，学部課程に９単科
大学があり，その一つにIＴ大学がある。ＩＴ大学は工学，自然科学，社会科学．
芸術的なカテゴリで情報技術と情報文化を複合的に教育して，グローバルメ
ディア学部，コンピュータ学部，ソフトウェア学部の３つの学部のもと，キリ
スト教の理念に基づいて，情報社会で必要とする専門的な技術を習得した創造
的な指導者級の情報人を養成することを目的としている。
インドの中央情報技術専門学校（ＮＩＩＴ：NationallnstituteoflnfOrmation
Technologies）は，インド・ハリヤーナー州グルガーオンに本社を置くアジア
最大規模の情報技術の訓練と教育を提供する会社である。ＮＩＩＴは，世界30カ国
以上に教育センターを設け，センターが設けられない場合はオンライン教室を
持って解決し商品を提供している。ＮＩＩＴは，１００カ所以上の教育センターを中
国やベトナム等のアジア太平洋地域に展開しアジア最大規模のIＴ教育機関
のひとつである。
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